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●２０１８年度における下請代金支払遅延防止法の運用状況 

中小企業庁は、下請取引の適正化に向けた取組として、平成２８年９月に発表した「未来指向型

の取引慣行に向けて」のもと、「下請代金法の調査・検査の重点化」に対応し、平成３０年度では、

親事業者への立入検査、下請Ｇメンの活用などにより下請法を運用し、違反行為に対して厳正

に対処しているが、８月１６日、平成３０年度における下請法の運用状況､下請かけこみ寺事業の

実施状況、取引条件改善に向けた取組について取り纏めた。 

１．下請法の執行状況 

中小企業庁として親事業者・下請事業者あわせて約２４万５千社に対し書面調査を行い、

当該調査の結果、違反のおそれのある親事業者８３０社に立入検査等を行い、うち７３８社

に対して書面による改善指導を行った。また、業種別による下請法違反の状況をまとめた。 

２．下請かけこみ寺事業の実施状況 

中小企業が抱える取引上の悩み相談を受け付ける「下請かけこみ寺」（全国４７都道府県に

設置）では、相談員による相談受付８,３８１件、弁護士による無料相談５１３件及び裁判外紛

争解決手続（ＡＤＲ）の調停申立１８件の案件に対応した。また、下請取引適正化を推進す

るため、講習会、下請取引適正化推進シンポジウム・セミナー２０１８、価格交渉サポートセミ

ナーの開催を行った。 

３．取引条件改善に向けた取組 

取引条件の改善等、中小企業・小規模事業者を取り巻く諸課題に対応する為、平成２９年

９月に「中小企業・小規模事業者の活力向上のための関係省庁連絡会議」を内閣官房副

長官の下に設置して、省庁横断的に必要な検討を行っている。また、取引調査員（下請Ｇメ

ン）を配置し、全国の下請中小企業を訪問して、４,５７１件のヒアリングを実施。ヒアリングで
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聞き取った内容については、秘密保持を前提として必要に応じ、国の基準改正や業界   

団体にフィードバック等を行うなど改善につなげるとともに、下請法違反の疑いがある場合

には検査に移行するなど、適正取引に向けた取組を強く促していく。 

※参考資料「平成 30 年度における下請取引の適正化に向けた取組等について」 

   https://www.meti.go.jp/press/2019/08/20190816003/20190816003-01.pdf 

 

●消費税率引上げに伴う消費税の円滑かつ適正な転嫁について 

公正取引委員会及び中小企業庁は，本年１０月の消費税率引上げに当たって中小企業等が

適正かつ円滑に税率引上げ分を転嫁できるよう周知・広報や調査の強化を講じるなど転嫁対策

をより一層強化していく。   

○消費税転嫁対策特別措置法における遵守事項 

消費税転嫁対策特別措置法では，特定事業者が特定供給事業者に対して消費税の転嫁を

拒否する行為が規制対象になっている。  

１．特定事業者と特定供給事業者  

  特定事業者（転嫁拒否をする側）

【買 手】 

特定供給事業者（転嫁拒否をされる側）

【売 手】 

①  大規模小売事業者  大規模小売事業者に継続して商品又は

役務を供給する場合における当該商品

又は役務を供給する事業者  

 ② 法人である事業者であって，右欄に

掲げる事業者から継続して商品又

は役務の供給を受けるもの 

（大規模小売事業者を除く。） 

・個人である事業者  
・人格のない社団等（法人でない社団 

又は財団で代表者又は管理人の定め 

があるものをいう。）である事業者  

・資本金の額又は出資の総額が３億円以

下である事業者 

 

２．特定事業者の遵守事項   特定事業者は以下に掲げる行為を行ってはいけない。 

（１）減額     

商品又は役務について，合理的な理由なく既に取り決められた対価から事後的に減じ

て支払うこと。    

（２）買いたたき    

     商品又は役務の対価について，合理的な理由なく通常支払われる対価よりも低く定め 

ること。   

https://www.meti.go.jp/press/2019/08/20190816003/20190816003-01.pdf
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（３）商品購入，役務利用又は利益提供の要請    

    商品又は役務について，消費税率引上げ分の全部又は一部を上乗せする代わりに，

特定供給事業者に商品を購入させ，役務を利用させ又は経済上の利益を提供させる

こと。    

（４）本体価格での交渉の拒否    

    商品又は役務の供給の対価に係る交渉において消費税を含まない価格を用いる旨の

特定供給事業者からの申出を拒むこと。  

  （５）報復行為     

上記（１）から（４）に掲げる行為があるとして，特定供給事業者が公正取引委員会，主務

大臣又は中小企業庁長官に対し、その事実を知らせたことを理由として，取引の数量を

減じ，取引を停止し，その他不利益な取扱いをすること。 

（経産省・公正取引委員会要請文書（６月２７日）より抜粋） 

https://www.meti.go.jp/press/2019/06/20190627005/20190627005_01.pdf 

 

●「製造業者のノウハウ・知的財産権を対象とした優越的地位の濫用行為等に関する

実態調査報告書」の周知等について 

令和元年６月１４日、公正取引委員会が公表した、独占禁止法の優越的地位の濫用行為又

は下請法違反行為の未然防止の取組の一環として「製造業者のノウハウ・知的財産を対象とし

た優越的地位の濫用行為等に関する実態調査報告書」について、８月２６日付で経産省より製

造業関係団体に対して会員に向けた周知徹底依頼文書が発出された。 

本調査は、公正取引委員会が有識者から「優越的な地位にある事業者が取引先の製造業者

からノウハウや知的財産権を不当に吸い上げている」といった指摘が複数寄せられていることを

踏まえ実施したもの。 

調査結果として、①ノウハウの開示を強要される、②名ばかりの共同研究を強いられる、③特

許出願に干渉される、④知的財産権の無償譲渡を強要される等のこれまであまり知られてこな

かった多数の事例が報告された。 

この度、調査結果を踏まえ、公正取引委員会、経済産業省、特許庁及び中小企業庁より製造

業者のノウハウ・知的財産権に係る優越的地位の濫用行為等の未然防止のための対応依頼の

連絡があった。 

〇経産省よりの依頼文書  

https://fispa.gr.jp/wp/wp-content/uploads/tizaiken.pdf 

〇公正取引委員会の報告 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2019/jun/190614.html 

 

 

 

https://www.meti.go.jp/press/2019/06/20190627005/20190627005_01.pdf
https://fispa.gr.jp/wp/wp-content/uploads/tizaiken.pdf
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2019/jun/190614.html
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●第１２９回繊維通商問題委員会開催 

８月８日(木)、繊産連の第１２９回繊維通商問題委員会が東京の繊維会館において開催され

た。当日は（１）輸出貿易管理令の改正について、（２）日本の繊維貿易の現況について（２０１９年 

１－６月期、２０１９年６月・繊産連説明）、（３）各国とのＥＰＡ交渉状況について（経産省説明）、

夫々説明と意見交換が行われた。 

 

１. 輸出入全般の動向 

 ２０１９年１－６月期の繊維貿易 

 
円ベース ドルベース 

百万円 前年同期比（％） 百万ドル 前年同期比（％） 

輸 出  ４３９,１３８ １００.７ 

 

 ３,９９０  ９９.３ 

輸 入 1,９７３,２４２ 

 

 

 

 

 

１００.１ 

 

１７,９３１ ９８.８ 

①２０１９年６月単月に関しては、輸出は円ベースで８０,５４９百万円（前年同月比９７.９％）、

輸入は円ベースで２７４,５０９百万円（前年同月比９１.３％）。 

②２０１９年１－６月累計の繊維品別輸出入実績に関しては、輸出（円ベース）の前年同期

比は繊維原料は１０２.５％、糸類（紡績糸・合繊糸）は９２.１％で、うち綿糸は８９.９％、

毛糸は１０５.６％、合繊糸は９１.５％。織物は１００.５％で、うち綿織物は９１.９％、毛織物

は９９.４％、合繊織物は１０４.３％。二次製品は１０３.０％。輸入（円ベース）の前年同期比

は繊維原料は９７.４％、糸類（紡績糸･合繊糸）は９６.３％で、うち綿糸は９３.７％、毛糸は

９６.８％、合繊糸は９９.８％。織物は１０３.７％で、うち綿織物は９２.５％、毛織物は１１４.８％、

合繊織物は１０９.５％。二次製品は１００.２％。 

２. 各国・地域別輸出入の動向 

 ①輸出（２０１９年１－６月累計） 

   Ⅰ.２０１９年１－６月の前年同期比（円ベース）は、東南アジア（中国含む）向けは９９.６％、

欧州１０６.３％。 

   Ⅱ.アジアにおいては中国が９７.４％。シェアは２８.４（前年同期比－０.９ポイント）。 

アセアン主要国は前年同期比でインドネシアが９６.５％、タイ８８.２％と減少、ミャンマー

１１３.６％、ベトナム１０５.８％、カンボジア１１４.１％と伸びている。アセアン全体では 

１０１.０％でシェアは２５.６％（前年同期比＋０.１ポイント）と微増。なかでもベトナムの

シェアは１２.６％（前年同期比＋０.６ポイント）と安定している。アセアン以外では、バン

グラデシュが１１０.３％。台湾は１１４.０％。欧州ではドイツが１２４.５％と継続して伸びて

いる。 

   Ⅲ.米州は１０３.０％、シェアは１０.６％で前年同月比＋０.２ポイント。 

②輸入（２０１９年１－６月累計） 

   Ⅰ.２０１９年１－６月累計の前年同期比（円ベース）は、東南アジア（中国含む）が９９.８％、



２０１９年(令和元年)   ９月号 Vol.１８４２             綿スフ織物情報  

 
 
 

 - 5 - 

米州１０４.８％、欧州１０４.３％。 

   Ⅱ.アジアでは中国が９５.６％、シェアは５４.２％（前年同期比－２.６ポイント）と減少が続く。 

   Ⅲ.アセアン全体では１０７.０％。主要国はベトナム１０９.０％、インドネシアが９６.３％、カン

ボジアが１１２.０％、マレーシアが１０４.９％、ミャンマー１２１.４％、インド１０８.２％。アセ

アンのシェアは２７.９％（前年同期比＋１.８ポイント）と続伸。ベトナムのシェアは 

１３.０％（前年同期比＋１.１ポイント）。アセアン以外では韓国１０２.１％、台湾９４.０％、

バングラデシュ１１０.８％と堅調。 

  次回の繊維通商問題委員会は９月２６日（木）開催予定。 
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〇韓国向け輸出管理運用の見直し （韓国に関する輸出管理上のカテゴリーの見直し） 

「ホワイト国」とは、輸出管理に関する法制度が整備され適切に運用されていると日本が認め

る国。このホワイト国という呼称は、今回国別カテゴリーの見直しを行うことから今後「グループＡ」

の呼称を使用。この「グループＡ」の国々には安全保障を目的とした輸出管理制度において個

別輸出許可申請の免除、非リスト規制品について輸出許可不要などの優遇措置を与えている。 

日本政府は、８月２日に韓国をホワイト国つまり「グループＡ」から除外することを閣議決定した。

これでグループＡは２６か国となった。 
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●２０２０年（令和２年）度経済産業施策・予算概算要求概要 
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●２０２０年度税制改正に関する経済産業省要望概要 
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ＥＰＡ（経済連携協定）・ＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ協定）の動向 

●我が国のＥＰＡへの取組状況 
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 日  本  と  各  国  と  の  Ｅ  Ｐ  Ａ  交  渉              

●日・ＥＵ経済連携協定について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本関税協会「貿易と関税」２０１９年４月号 

○日ＥＵ協定の自己申告原産地証明書について問合せ先 

各税関原産地調査官 

名古屋税関 

電話番号：052-654-4205 

メールアドレス： nagoya-gyomu-gensanchi@customs.go.jp 

大阪税関 

電話番号：06-6576-3196 

神戸税関 

電話番号：078-333-3097 

メールアドレス： kobe-gensan@customs.go.jp 

 

○原産地証明書（税関ＥＰＡマニュアル） 

Ｐ.５１－５４ （Ｐ.５１の下方に原産地証明書サンプル） 

http://www.customs.go.jp/roo/origin/epa.pdf#search=%27%E6%97%A5EUEPA%E5%8E%9F%E7%94%A3%E5%9C%B0%E

8%A8%BC%E6%98%8E%E6%9B%B8%E3%83%9E%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%82%A2%E3%83%AB%27 

 

 

http://www.customs.go.jp/nagoya/index.htm
mailto:nagoya-gyomu-gensanchi@customs.go.jp
http://www.customs.go.jp/osaka/index.htm
http://www.customs.go.jp/kobe/index.htm
mailto:kobe-gensan@customs.go.jp
http://www.customs.go.jp/roo/origin/epa.pdf#search=%27%E6%97%A5EUEPA%E5%8E%9F%E7%94%A3%E5%9C%B0%E8%A8%BC%E6%98%8E%E6%9B%B8%E3%83%9E%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%82%A2%E3%83%AB%27
http://www.customs.go.jp/roo/origin/epa.pdf#search=%27%E6%97%A5EUEPA%E5%8E%9F%E7%94%A3%E5%9C%B0%E8%A8%BC%E6%98%8E%E6%9B%B8%E3%83%9E%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%82%A2%E3%83%AB%27


綿スフ織物情報              ２０１９年(令和元年)  ９月号 Vol.１８４２ 

 
 

 

 - 22 - 

●日中韓経済連携協定について 

 

ＦＴＡ発効を踏まえたアジア貿易自由化への影響  

 

東アジアの繊維貿易フロー （２０１７年） 
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●日・ＲＣＥＰ経済連携協定について 

８月２日と３日、中国において、東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）の中間閣僚会合が開

催された。日本からは世耕経済産業大臣が出席、年内妥結に向けた議論が行われた。 

 

 

 

１．ＲＣＥＰが実現すれば、人口約３４億人（世界全体の約半分）、ＧＤＰ約２０兆ドル（世界全体

の約３割）、貿易総額約１０兆ドル（世界全体の約３割）を占める広域経済圏が出現。 

２．世界の成長センターであるアジア太平洋地域経済との連携強化は、我が国が経済成長を

維持・増進していくために不可欠。 

３．我が国の貿易総額に占めるＦＴＡ締結相手国との貿易の割合（ＦＴＡ比率）が２７％、（中国 

２１．２％、韓国５．６％）増加し、日本再興戦略の目標達成（２０１８年までにＦＴＡ比率７０％）

に寄与。 

４．物品貿易（関税撤廃・削減等）に加え、サービス貿易、投資、知的財産等が含まれるため、

これらの分野での我が国企業の活動を支援、地域におけるルール作りに貢献。 

５．広域のＦＴＡが実現することにより、参加国間における貿易・投資が更に促進されるとともに、

地域における効率的なサプライチェーンの形成等に寄与。 

 

●日・トルコ経済連携協定について 

８月６日から９日まで、トルコのアンカラで日トルコ経済連携協定（ＥＰＡ）交渉の第１６回会合が

開催された。 

外務省 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_turkey/index.html 

 

●日・コロンビア経済連携協定について 

外務省 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_colombia/index.html 

   

●日・カナダ経済連携協定について  

外務省 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_canada/index.html 

 

●米中貿易摩擦について 

８月１３日、米国通商代表部（ＵＳＴＲ）は、中国からの輸入のほぼすべての物品に制裁関税を

課す「第４弾」について、ＨＳ２桁５０類から６０類の繊維原料と繊維製品を含む３,２４３品目に９月

１日より１０％の追加関税を課すとしているが、一部の製品は健康、安全、国家安全保障および

その他の要因に基づいて関税リストから削除されている。このグループの製品は、例えば、携帯

電話、ノートパソコン、ビデオゲームコンソール、特定のおもちゃ、コンピュータモニタ、および靴

や衣料品の５５５品目の特定の項目が含まれる。 これらの品目への課税は１２月に先送りすると

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_turkey/index.html
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している。（今までの経過は本誌７月号に記載）  

 

※トランプ大統領は８月２３日、中国の報復関税課税に対抗してこの１０％を更に５％引き上げ、    

１５％の関税を課すと発表した。ＵＲＴＲは追加課税の可能性調査後、詳細を連邦官報で発

表するとしている。 

 

〇９月１日から課税される品目リスト 

https://ustr.gov/sites/default/files/enforcement/301Investigations/List_4A_%28Effective_Septemb

er_1%2C_2019%29.pdf 

                             （米国通商代表部（ＵＳＴＲ） プレスリリース） 

 

 

●特許公開情報 

２０１９年８月に公開された織物の製造方法に関する、特許公開情報です。 

特許電子図書館 HP： https://www.j-platpat.inpit.go.jp/ 

検索範囲： 4L048, D03D1/00～D03D27/00 

[特許公開情報] （２０１９年８月公開分） 

＜８月分＞   

項番 文献番号 出願人 発明の名称 

1 特開 2019-127661 
ユニチカトレーディング株

式会社 

マルチフィラメント糸、その織編物、及び

その織編物を含む靴材 

2 特開 2019-127672 帝人フロンティア株式会社 多層構造織編物および繊維製品 

3 特開 2019-127679 東レ株式会社 
可染性ポリオレフィン芯鞘型複合繊維およ

びそれからなる繊維構造体 

4 特開 2019-131535 國立台湾海洋大學（台湾） 毛髪成長を促進する被覆材 

5 特開 2019-131900 林撚糸株式会社 
カバーリングヤーン、撚り糸及びこれを用

いた繊維構造体 

6 特開 2019-131901 日本フエルト株式会社 製紙用経緯２層織物 

7 特開 2019-131904 東レ株式会社 
結束紡績糸ならびにその製造方法およびそ

れを含む織編物 

8 特開 2019-131905 株式会社アーテック 鉢巻 

9 特開 2019-131930 株式会社龍村美術織物 内装用モケット 

10 特開 2019-131941 東レ株式会社 捲縮糸 

11 特開 2019-131944 合名会社安田商店 内装織物 

12 特開 2019-131948 株式会社村田製作所 布 

https://ustr.gov/sites/default/files/enforcement/301Investigations/List_4A_%28Effective_September_1%2C_2019%29.pdf
https://ustr.gov/sites/default/files/enforcement/301Investigations/List_4A_%28Effective_September_1%2C_2019%29.pdf
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13 特開 2019-135338 日本電気硝子株式会社 メッシュ及びコンクリート剥落防止材 

14 特開 2019-137942 
グンゼ株式会社 

株式会社近藤紡績所 
綿繊維含有の紡績糸を素材とする生地 

15 特開 2019-137954 日本フイルコン株式会社 工業用二層織物 

16 特開 2019-138134 ＹＫＫ ＡＰ株式会社 スクリーン及びスクリーン装置 

17 特開 2019-138135 ＹＫＫ ＡＰ株式会社 スクリーン及びスクリーン装置 

18 特開 2019-140060 

株式会社オートネットワー

ク技術研究所 

住友電装株式会社 

住友電気工業株式会社 

ワイヤーハーネス及びワイヤーハーネス用

外装材 

19 特開 2019-140061 

株式会社オートネットワー

ク技術研究所 

住友電装株式会社 

住友電気工業株式会社 

ワイヤーハーネス及びワイヤーハーネス用

外装材 

20 特開 2019-142384 本田技研工業株式会社 燃料タンク 

21 特開 2019-143253 東レ・デュポン株式会社 
ダブルカバリング糸およびそれを用いた布

帛 

22 特開 2019-143255 
トヨタ紡織株式会社 

大喜株式会社 
織物及びこれを用いた表皮材の製造方法 

23 特開 2019-143257 

日本エステル株式会社 

ユニチカトレーディング株

式会社 

芯鞘型ポリエステル複合繊維、芯鞘型ポリ

エステル複合繊維の仮撚糸、織編物、およ

び芯鞘型ポリエステル複合繊維の製造方法 

24 特開 2019-143258 

日本エステル株式会社 

ユニチカトレーディング株

式会社 

芯鞘型ポリエステル複合繊維、芯鞘型ポリ

エステル複合繊維の仮撚糸、織編物、およ

び芯鞘型ポリエステル複合繊維の製造方法 

25 特開 2019-143266 三和合繊株式会社 多彩色絵柄パイル布帛と織物地 

26 特開 2019-143272 
元祥金屬工業股▲ふん▼有

限公司（台湾） 

銅合金糸を含む複合繊維を用いた抗菌性布

帛 

27 特開 2019-143274 

ダイワボウホールディング

ス株式会社 

ダイワボウノイ株式会社 

布帛及びそれを用いた衣類 

28 特開 2019-143283 東レ株式会社 布帛体 

29 特開 2019-144383 キヤノン株式会社 画像形成装置及び感光体ユニット 

30 特許 6310626 東洋紡ＳＴＣ株式会社 
耐擦過摩耗性及び耐スナッグ性に優れた伸

縮性織物 
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８月の行事  

８月 ８日………… 第１２９回繊維通商問題委員会（東京・繊維会館） 

 

９月以降の行事 

９月２６日………… 広幅先染専門委員会（播州産地）  

９月２６日………… 第１３０回繊維通商問題委員会（東京・繊維会館） 

１０月１８日………… 綿スフ工連／綿工連／同交会監事会（東京） 

１０月３１日………… 正副理事長会議（大阪） 

１１月 ８日 ………… 近畿以西事務局会議（広島産地） 

１１月２２日 …………第９回日中韓繊維産業協力会議（韓国・釜山） 

１１月３０日………… 綿工連綿’ｓ倶楽部委員会（名古屋）  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

31 特許 6376630 株式会社弘伸 人形用衣装及びその製造方法 

32 特許 6377866 新興細巾織物株式会社 伸縮自在織物構造体 

33 特許 6382462 
株式会社ベネック 

山一株式会社 
布類 

“ジャパン・コットン・マーク”は 
優れた国産綿素材製品の証明です 

 

国産綿素材の優れた品質をアピールして需要振興を

図るため、国内で製造した綿素材の織物を使用した

繊維製品に対してジャパン・コットン・マークの表示を

推進しております。 


